
●設立：平成16年4月1日 

特殊法人 労働福祉事業団から移行 

所在地：神奈川県川崎市幸区 

●主な事業 

 ・労災病院の設置・運営 

 ・関連施設の設置・運営 

   医療ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ、総合せき損ｾﾝﾀｰ 

   産業保健推進ｾﾝﾀｰ 

 労災ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ作業所 等 

 ・未払賃金の立替払事業 

●職員数:  14,534名 

うち、労災病院  13,859名 

   （平成24年1月1日現在） 

●身分:非国家公務員(健康保険組合加入） 

●労災病院: 30病院（2分院あり） 

          12,767床(平成24年1月1日現在) 

●平成23年度予算（うち、国費） 

  ・病院事業      2,755億円(０円) 

   ※労災病院事業に国費の投入なし 

  ・その他の事業  469億円(310億円) 

   ※国費310億円のうち、 

未払賃金立替払事業補助金193億円 
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  労災医療の提供や、労災疾病の研究等により高度専門的医療
を確保・提供する中で、アスベスト関連疾患、職業環境の変化
に伴うメンタルヘルスなど新たな課題にも対応するなど、労災
補償行政、安全衛生行政のセーフティネットを担う。 
  (1) 労災医療の提供

労災疾病等に関する予防から治療、リハビリ、職場復帰に至る 
一貫した高度・専門的な医療の提供

  (2) 労災疾病研究成果の普及促進
病院ネットワークの活用。診断法等を労災指定医療機関等に普及

  (3) 労災補償行政のバックアップ機能 
  労災医療の専門的知見による労災認定意見書の作成等 
 

 
○研究成果（診断・治療法等）等の普及

労災医療に関する研究発表      9,441件（H16～H22）  
研修会等              2,886件（H16～H22） 
医療機関との症例検討会       5,000件（H17～H22） 
アスベストへの対応（アスベスト疾患センター25か所設置   

    アスベスト健診 61,253件、相談 42,565件（H17～H22）） 

○行政への意見書提出等
  ・労災認定に必要な意見書の作成          24,742件（H16～H22） 
  ・地方労災医員                         ７１人（全国６３２人）（H22 ）  

(業務上負傷,疾病の診断について医学的観点から逐次文書/口頭で意見) 
  ・労災診療費審査委員                ３３人（全国５５９人）（H22） 
  （療養の給付請求書についてその診療内容や請求金額の適否を審査） 

 
 

独 立 行 政 法 人 労 働 者 健 康 福 祉 機 構 の 概 要  

労 災 病 院 の 提 供 す る 政 策 医 療 の 役 割 と 実 績  法 人 の 概 要  

新たな疾病,課題への迅速な対応を含め労災疾病の診断・治療, 
労災疾病に関する研究及び成果の普及機能を担っている 

労災病院の担う役割 

これまでの実績 

資 料 ５ 



【労働者健康福祉機構が目指す方向性】 
すべての労働者が安心して働ける社会の実現のために 

すべての労働者が安心して働ける社会の実現のために、 
職場における疾病･傷害の予防、仕事と両立した治療の展開、
職場復帰のための医療からの支援を総合的に提供する 

• 民間では実施の困難な政策医療を提供する 

• 全国34病院で目指すべき医療を展開し、ネットワークを
生かして、全国の医療機関への普及を図る 

• 労災医療・産業保健上、医学医療に必要な研究を実施し
、労災指定医療機関等に普及する 

• より質の高い産業保健活動が展開されるよう、組織力と
専門性を発揮して支援する 
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 勤労 ⇒ 罹患/受傷 ⇒ 受療/療養 ⇒ 治癒/安定 ⇒ 職場復帰 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

【労働者健康福祉機構が目指す方向性】 
すべての労働者が安心して働ける社会の実現のために 
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労 働 者  

産業保健活動 
予防 

事 業 場  

産業保健活動 
職場復帰/両立支援 

事 業 場  

産業保健推進センター 産業保健推進センター 

事業主/産業保健 
スタッフに対する 
相談/研修/支援 

事業主/産業保健 
スタッフに対する 
相談/研修/支援 

被災疾病/傷害の 
診断/治療 

被災労働者への 
職場復帰支援 

労 働 者 健 康 福 祉 機 構  

労災病院 



１．政策医療の確実な実施 

【現状】 

①被災労働者に対する急性期からリハビリ、社会復帰に至る 
一貫した治療の提供 

②じん肺、アスベスト関連疾患をはじめとする労災疾病等に関して 
研究開発された新たな診断・治療法の実践 

③原発事敀復旧に従事する労働者の健康管理等の実施 

【改革の方向性】 

国が担うべき政策医療等を
確実に実施できる仕組 

【改革実現のためには】 

・労災疾病等の予防・治療・職場復帰及び
仕事と治療の両立まで総合的な医療を提
供するための体制の整備 

・労災疾病等の予防・診断・治療に係る研
究・開発、普及の確実な実施について、
法令上明確に位置付けることが必要 
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２．財政的・医療的基盤の整備 

【現状】 
 ①民間医療機関では実施しない政策医療・労災医療を不採算でも提供 
 ②民間医療機関等が受給できる補助金を受給できない 
 ③総人件費改革の一律適用により、医療機能に不可欠な医師確保が困難 

 

【改革の方向性】 

• 国が担うべき政策医療等を
確実に実施できる仕組 

• 医師確保等に直結する総人
件費改革の一律の適用に係
る問題の解決 

【改革実現のためには】 

• 政策医療としての労災医療及び研究を確
実に実施するための中期的な財政の裏付
けが必要 

• 補助金の受給に関する規制の撤廃 

• 経営改善を進めつつ、自己収入を原資と
する、人件費の裁量性向上が必要 
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３．産業保健の実践 

【改革の方向性】 

・労災病院と産業保健推進セ
ンターの緊密な連携により、
産業保健活動に必要な医学・
医療からの支援を充実 

・産業保健関連３事業の一体
的な運営による、47都道府
県の産業保健活動の均てん化 

【改革実現のためには】 

• 労災病院が、被災労働者の職場復帰支援、
両立支援を医療面から行うための産業保健
推進センターとの連携体制の強化 

• 産業保健関連３事業の明確な位置付け 
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【現状】 

①勤労者予防医療センター(部)において、労働者に対する健康診断やメンタル
ヘルス等の保健指導を実施 

②産業保健推進センターにおいて、産業医等の産業保健スタッフに対して、 
相談や研修、情報提供等の支援等を実施 



４．労災補償行政・労働安全衛生行政への協力 

【現状】 

 ①意見書の積極的な作成（平成22年度実績：年２，９８４件） 

 ②労災指定医療機関等への診断技術等の普及 

【改革の方向性】 

・労災保険給付に係る業務
上外の決定等での医学的
判断の基礎の提供 

・労災補償行政・労働安全
衛生行政への医学的知見
の提供 

【改革実現のためには】 

・すべての都道府県労働局・労働基準監督署
からの意見書作成及び特殊健康診断依頼等
への対応拡大 

・政策医療の実践に係るノウハウを有する 
人材の確保・育成 
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５．研究の推進と普及 

【現状】 

①労災疾病等１３分野医学研究の推進 
 ・じん肺、アスベスト関連疾患をはじめとする労災疾病等に関するモデル医療、 

モデル予防法の研究・開発 
 ・疾病の治療と職業生活の両立支援のための研究・開発 

②産業保健調査研究の推進 

③研究成果の普及・教育 

【改革の方向性】 

国が担うべき政策医療等を
確実に実施できる仕組 

【改革実現のためには】 

・すべての労災病院と産業保健推進センター等
のネットワークを生かした労災疾病研究等
の推進と研究成果普及のための体制の整備 

・労災疾病等の予防･診断･治療に係る研究･
開発、普及の確実な実施について、 
法令上明確に位置付けることが必要 
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６．目標評価等 

【現状】 

 独立行政法人評価委員会労働部会が評価を実施 

【改革の方向性】 

適切な目標管理システムの
構築 

【改革実現のためには】 

• 民間医療機関では十分に実施されない総
合的な医療を提供し、多くの被災・負傷
労働者を職場に復帰させるための活動と
なっているかという観点で評価が必要 

• このため、医療・政策医療、病院経営、
労働災害、産業保健等に関する視点から
の評価が必要 

• 中期的な視点からの評価が不可欠 
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参考資料 
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労災病院における当期損益の推移 

【収益確保への取組】 

国費に依存しない労災医療を支えるためにも、地域医療を含め活発な医療を展開するとと 

もに、上位施設基準の取得及び適切な在院日数と病床利用率の確保等による収益確保、後 

発医薬品の使用拡大及び給与カーブのフラット化等による費用の削減に取り組んだ。 

平成２１年度平成１５年度

特殊法人

【損益の改善状況（独法移行後の推移）】

平成２２年度

当期損益
+１３億円損益

均衡
±０

　　　　　　　　　第１期及び第２期中期目標期間（①H16～H20　②H21～H25）

黒字へ
転換

１４０億円
の改善

６４億円
の改善

当期損益
△５１億円

当期損益
△１９１億円



（１）労災病院に対する施設整備費補助金 
  ⇒１６年度独法以降後に廃止（ただし、既に工事着工病院（７病院）に限り第１期中期目標期間中のみ補助。） 
 

（２）２１年度以降の第２期中期目標期間から 
  ⇒施設整備費も含め、全て労災病院グループの自前収入（医業収入）による運営。 

運営費交付金・施設整備費補助金の推移 
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261

運営費交付金

施設整備費補助金（労災病院）

施設整備費補助金（交付金施設）

246

233

215
195

134

107 115 109

（予算案） 
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 労災病院は、拠点病院等の指定に積極的に取り組み、地域における中核的医療機関としての体制
構築・強化を図っている。  

中核医療機関としての体制構築・強化 

※注：労災病院グループの数は、30病院に2分院を含めた32施設を基に計上。 

 
 
●地域医療支援病院 
 
 平成１６年４月１日 平成２３年４月１日   
   （独法移行時）   現在          
  
    １病院      １９病院       
 
●地域がん診療連携拠点病院 
 
 平成１６年４月１日 平成２３年４月１日   
   （独法移行時）   現在          
  
    4病院      １１病院        
 
  

地域における中核的役割の推進 
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 59.4％ 

  
 34.4％ 

労災病院グループ全体 
に占める指定割合 

労災病院グループ全体 
に占める指定割合 



 

① 被災地への医療チーム派遣（平成24年3月現在） 

  ・全国の労災病院から、８９医療チーム（延３１９人）を派遣    
            ※以下の①～③については国、自治体からの依頼を受けての派遣 

                    ① ＤＭＡＴの派遣（災害初動時）     ３医療チーム（延１５人） 
                    ② 医療チームの派遣（避難所における巡回診療活動）   ８医療チーム（延４１人） 
                    ③ 腰痛、関節痛及びエコノミークラス症候群予防のための運動指導 
                                                                      １病院から毎週（火）（金）技師チーム（２人）を派遣 
 
 
 
 
 
 

 
 

② 被災患者等の受入（平成23年9月末現在） 

  ・入院患者延数：３７４人（１８病院） 
  ・外来患者延数：２，６５２人（２６病院） 
  （被災患者：「震災時の負傷者」「震災の影響により避難先等で受診した患者」） 

東日本大震災への労災病院による対応状況 

全国の労災病院から医療チームを派遣 
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③ 「被災患者等受入相談窓口」の設置 
       被災患者等の受入を迅速に行うため、全国の労災病院に相談窓口を設 

       置（相談実績：４５件） 
 

④ 放射線スクリーニングの実施 
     患者、患者家族、地域住民等の希望者に対して実施（福島：２５３件、東北： 
  １４件） 
 

⑤ 国からの要請に基づき「人工呼吸器を使用する在宅医療 
  患者への緊急相談窓口」を設置 
   人工呼吸器を使用している在宅医療患者からの停電に対する相談に応じ 
   るため、東京電力及び東北電力管内の８労災病院（鹿島、千葉、東京、関    
   東、横浜、秋田、燕、新潟）に緊急相談窓口を設置（相談実績：１４件） 
 

⑥ 原発被ばく初期治療体制の整備 
     福島労災病院では、福島県から初期被ばく医療機関に指定されており、緊  
     急時の放射線被ばく初期治療を行える体制を整備。また、鹿島労災病院で 
   はその応援体制を整備 
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独立行政法人 労働者健康福祉機構 

厚
生
労
働
省 

①医師の 

派遣要請 

東京電力福島第一原子力発電所への緊急医師派遣 

福島第一原発 

（2011年3月16日撮影） 

東京電力報道提供写真より 

本 
 

部 

②医師の 

派遣調整 

 

◆免震重要棟への派遣（5月29日～８月３０日） 

  ３０病院 医師４５名 
 

◆Ｊヴィレッジへの派遣（9月5日～平成24年3月31日） 

  ２６病院 医師５２名 
 

◆平成２４年度も派遣予定 

労 災 病 院 

③医師の派遣 

 国からの東京電力福島第一原子力発電所における労働者の健康管理等のための緊急医師派遣要請
に基づき、平成２３年５月２９日から医師を派遣（平成24年3月31日現在、延９７名派遣）。   

 その結果、東電福島第一原発内において、２４時間体制での労働者の健康管理が可能。 
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現在、Ｊヴィレッジ内に 
おいて作業員の健康管理 

 
  


